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第１回 首都圏広域地方計画プレ協議会

首都圏を取り巻く諸状況と地域特性

平成１９年１０月２３日（火）

国土交通省 関東地方整備局
首都圏広域地方計画推進室

参考資料－２
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各種データ等における圏域の定義

首 都 圏：１都７県
（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県)

広域首都圏：１都１１県
（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、

福島県、新潟県、長野県、静岡県)

北関東・磐越地域：５県
（茨城県、栃木県、群馬県、福島県、新潟県）

磐 越：２県
（福島県、新潟県）

北 関 東：３県
（茨城県、栃木県、群馬県）

南 関 東：１都４県
（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県）
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【ドイツ】

首都圏の特徴

○日本最大の平野、関東平野が中央に広がり、北西側は山岳地帯、東南側は太平洋
に面する。

○東部には房総半島、南部には三浦半島が太平洋に突き出しており、房総半島と三浦
半島の間に東京湾、三浦半島と真鶴の間に相模湾を形成する。

（等縮尺）

首都圏の諸状況と地域特性

面積：約35.7万ｋｍ2
人口：約８千万人

面積：約37.8万ｋｍ2
人口：約１億2千万人

面積：約3.6万ｋｍ2
人口：約４千２百万人【日本】 【首都圏】

日本の国土面積はほぼドイツと同じ。ただし、人口は約1.5倍
首都圏には、国土の約１割の面積に人口の1/3が居住

１．地勢
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首都圏（１都７県）の土地利用の状況

首都圏の概要（１．地勢）

土地利用状況

首都圏の総面積は約３６，３５０ｋｍ2（日本国土の約9.6％）
首都圏の全面積のうち、宅地は12. 4％、半数は森林地帯
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H19年3月 国土計画局総合計画課とりまとめ資料より

各都県のデータによる

出典：国土数値情報(国土交通省国土計画局)を基に
関東地方整備局作成
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河川流域図

首都圏の概要（１．地勢）

首都圏は日本で最大の流域面積を有する利根川水系など８つの一級水系がある。

資料：関東地方整備局 「河川管内図」
東北､北陸､中部地方整備局 各河川の
「河川整備基本方針」を参考に作成
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「利根川東遷」

利根川は、東へと流路を変え、
銚子で太平洋に注ぐ
利根川の流れは人為的に東へと
瀬替えされ現在の姿になった。

今から４００年前の河川の状況
この頃の利根川は東京湾(当時は
江戸湾)に注いでいた

江戸湾に流れていた利根川を人為的に太平洋に付替えた「利根川の東遷」
江戸の洪水防御と新田開発・舟運の発達

首都圏の諸状況と地域特性 １．地勢
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洪水時の河川水位より低い土地に集中する人口

東京都

神奈川県

埼玉県

群馬県
栃木県

茨城県

千葉県

首都圏では、河川想定氾濫区域内に人口の３５％が集中

首都圏の諸状況と地域特性 １．地勢
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日本周辺で解放される地震エネルギー
は世界全体の10％に相当

Ｍ５以上の地震発生回数の経年変化

出典：国土交通省『新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系』より
地震発生箇所プロット：地震調査研究推進本部HPより作成
地震発生回数の経年変化：気象庁データをもとに作成

地震大国日本【首都圏でも多発する大規模な地震】

首都圏の諸状況と地域特性 １．地勢

日本付近で発生した地震の震央分布
(日本列島とその周辺1990年～2000年)
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※ 海溝型地震の長期評価（2005年1月1日算定値、 平成17年4月13日現
在、地震調査研究推進本部）を基に作成

※ 東海・東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の発
生確率20％以上の地震を記録

大規模地震が今後30年以内に
発生する確率

首都直下地震の被害想定（中央防災会議H17.7）

首都圏で逼迫する「首都直下地震」における被害想定は
最大震度６強、死傷者約11,000人、家屋倒壊約８５万棟

首都圏の諸状況と地域特性 １．地勢
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資料：「日本の水資源」（平成19年版、国土交通省

土地・水資源局水資源部）に関東地方整備
局が一部加筆

日本の年降水量の経年変化
（１９００年～２００５年）

洪水の増加

首都圏の概要（１．地勢）

近年の気候変動により、降水量に大きなばらつき発生

渇水の深刻化
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出典）
「日本の水資源」
国土交通省土地・水資源局水資源部

首都圏においても渇水被害が懸念される

首都圏の諸状況と地域特性 １．地勢

注）1987年から2006年で、上水道について減断水のあった年数を図示したもの。
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出典：2005年までは国勢調査「総務省」
2010年以降国立社会保障・人口問題研究所（平成19年5月）

※北関東と南関東の地域区分
北関東地域・・・茨城県・栃木県・群馬県
南関東地域・・・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県

2005(H17)年ピーク2005(H17)年ピーク

2010(H22)年ピーク2010(H22)年ピーク

2015(H27)年ピーク2015(H27)年ピーク

推計値

全国

首都圏

南関東

北関東

2005(H17)年ピーク2005(H17)年ピーク

２．人口・土地利用

全国と首都圏の人口推移

全
国
人
口

首
都
圏
・
北
関
東
・
南
関
東
人
口

千人 千人

首都圏の人口ピークは２０１０（Ｈ２２）年
しかし、北関東は2005年から人口減少 南関東は10年遅れの2015年から

首都圏の諸状況と地域特性
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２００５年（Ｈ１７）人口分布

２０２５年（Ｈ３７）人口分布＜凡例＞

日本の市区町村別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所、平成15年12月推計）
を基に関東地方整備局作成

人口分布（平成３７年）
１km×１kmメッシュ

人口分布（平成１７年）
１km×１kmメッシュ

東京都心部や政令市及び鉄道・道路など交通網に沿って人口が集積
県庁所在地など地域の中核拠点都市にも人口が集積

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用



13資料：昭和60年、平成17年は確定値：国勢調査(総務省統計局)
平成37年は推計値：都道府県の将来推計人口 平成15年12月推計(国立社会保障・人口問題研究所)

市町村別人口増減率[％] 

         (増減率) ＜ -20% 

  -20% ≦ (増減率) ＜ -10% 

  -10% ≦ (増減率) ＜   0% 

    0% ≦ (増減率) ＜  10% 

   10% ≦ (増減率) ＜  20% 

   20% ≦ (増減率) 

 

広域首都圏の人口推移

1985(S60)→2005(H17)

広域首都圏の人口推移

2005(H17)→2025(H37)

これまで人口増加してきた首都圏も今後は全体では人口減少を迎える
【ただし、東京都心部は今後も2020年までは人口増】

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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H17昼夜人口比

   　  ～ 0.80未満

0.80 ～ 0.85

0.85 ～ 0.95

0.95 ～ 1.00

1.00 ～ 1.05

1.05 ～ 1.10

1.10 ～ 1.15

1.15 ～ 1.20

1.20　以上

広域首都圏の昼夜間人口比
（平成17年 国勢調査）

＜首都圏の特徴＞
○昼夜間人口比が高い地域

・東京都心部
・川崎・横浜・さいたま・千

葉の中心部、厚木、成田な
どの業務核都市・水戸、宇都
宮、高崎、甲府、つくば市な
どの中核拠点都市

○昼夜間人口比が低い地域
・東京都心部の周辺
・多摩、川崎・横浜の中心

部以外、埼玉県南部及び
東部・千葉県北西部の鉄
道沿線地域）

・中核拠点都市の周辺部

東京都心部、政令市の中心部、業務核都市、
中核拠点都市等では昼夜間人口比が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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全国における人口減少と高齢化率の上昇（推計）

日本の総人口は減少の局面を迎えるものの、
高齢者（６５歳以上）の割合は２割から４割（５０年後）にまで上昇

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用

資料）総務省「平成17年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年）」より作成
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少子化の進展

資料：『日本の都道府県別将来推計人口』（平成19年5月推計）、国立社会保障・人口問題研究所

2005年（Ｈ17)総数

2005年（Ｈ17) 2025年（Ｈ37)2005年（Ｈ17)2025年（Ｈ37)

男性 女性

高齢化率
31.4%

高齢化率
20.1%

高齢化率
25.5%

高齢化率
15.8%

首都圏においても、少子化・高齢化が進む

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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出典：平成17年国勢調査を基に関東地方整備局作成広域首都圏における高齢化率

首都圏の高齢化率（６５歳以上の人口／総人口）は
市街地部が低く、地方部が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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高齢人口は地方部より都市部において増加数が多い

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用

広域首都圏における高齢人口増減数（H17-H32）

日本の市区町村別将来推計人口（H15年12月推計）
国立社会保障・人口問題研究所、平成17年国勢調査を

基に関東地方整備局作成
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首都圏の概要（２．人口・土地利用）

高齢者単身世帯数の増加（2000年＝100）

高齢者単身世帯数(H37年の対H12年比)は
25年後に

全国では 約２.２倍

首都圏では約２.６倍

高齢者単身世帯数の総
世帯数に対する割合は、

現在､今後とも､
東京都では全国値
を上回る

国立社会保障・人口問題研究所『日本の
世帯数の将来推計（都道府県別推計）』
（平成17年8月推計）を基に関東地方整
備局作成

高齢者(65歳以上)の単身世帯数・単身世帯割合が増加する

3.0
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11.0
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15.0

全　 国 首都圏 茨　 城 栃　 木 群　 馬 埼　 玉 千　 葉 東　 京 神奈川 山　 梨

H12 H17 H22 H27 H32 H37

高齢者単身世帯の割合［％］
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東京湾沿岸における
最近の主な土地利用転換事例

東京湾臨海部の土地利用（低未利用地）

出典：国土審議会第６回大都市圏制度調査専門委員会（平成18年6月30日開催）参考資料２

予定）

予定）

予定）

臨海部の未利用地が減少し、土地利用転換が進んでいる

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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昭和50年 昭和60年 平成７年 平成16年

JR千葉
JR柏駅
JR立川駅
JR横浜駅
JR小田急本厚木駅

増加率

東京周辺に環状的に業務核都市が形成されている

業務核都市主要駅乗降客数の変化率

業務核都市の配置

出典：運輸政策研究機構「都市交通年報」

出典：国土交通省「業務核都市ガイド」

千葉業務核都市 幕張新都心千葉業務核都市 幕張新都心

横浜業務核都市 みなとみらい２１横浜業務核都市 みなとみらい２１

さいたま業務核都市
さいたま新都心周辺地区

さいたま業務核都市
さいたま新都心周辺地区

首都圏の諸状況と地域特性 ２．人口・土地利用
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G7各国と首都圏の面積比（2007）

98,266

3,778

3,570

2,448

5,470

369

3,012

99,847
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３．経済・産業
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（100億ドル）

国民一人あたりGDP
（万ドル/人）

G7各国と首都圏の名目GDP比較（2005）
国民一人あたりGDP

（万ドル／人）ＧＤＰ（100億ドル）

G7各国と首都圏の人口比較（2005）

301.0

127.8

82.7

59.8

60.7

42.4

58.1

32.6

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0

アメリカ

日本

ドイツ

イギリス

フランス

首都圏8都県

イタリア

カナダ

人口（100万人）

出典：各国のGDP：総務省 統計局HP「世界の統計」、首都圏8都県のGDP：内閣府「県民経済計算 県内総生産」
世界各国の人口：総務省 統計局 主要国の人口の推移、首都圏の人口：総務省 統計局 人口推計
各国の面積：CIA-TheWorldFactbook2006、首都圏の面積：総務省 統計局 統計で見る都道府県の姿2006

世界レベルの規模を誇る首都圏経済

首都圏の諸状況と地域特性
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40.0

シェア(％)

首都圏計

全国における首都圏のシェア

出典：内閣府 統計情報 平成2～16年度県民経済計算

首都圏の名目ＧＤＰと対全国シェア

首都圏は全国の名目GDPの約４割を占めており、平成16年度は約190兆円

全国の名目ＧＤＰの約４割を占める首都圏
日本の社会経済を牽引する成長エンジン

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

北海道 東北地方

首都圏 北陸地方

中部圏 近畿圏

中国地方 四国地方

九州地方 沖縄

出典：内閣府 統計情報 平成2～16年度県民経済計算

地域ブロック別の名目ＧＤＰの伸び（平成２年を基準）GDP(兆円)

伸びる首都圏の名目ＧＤＰ
首都圏は平成２年～平成16年で名目ＧＤＰが約21兆円伸びてきている

中部圏は約９兆円、近畿圏は約３兆円

首都圏

北海道 17.5 近畿圏 77.3
東北地方 36.7 中国地方 26.3
首都圏 169.3 四国地方 12.0
北陸地方 11.3 九州地方 37.7
中部圏 64.2 沖縄 2.9

地域ブロック別名目ＧＤＰ額（Ｈ２、兆円）

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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世界の主要地域等の実質ＧＤＰの伸び（1980年比）

※1990年米ドル価格の実質GDPを1980年＝100として指数化した。

※世界は国連数値（台湾を除く）に台湾を加えた値による。

出典：国連「National Accounts Main Aggregates Database」

台湾IMF「World Economic Outlook Database,September 2004」

中国
　1412.3
　4%

EU
10522.2
29%

NAFTA
12500.0
34%

日本
4296.2
12%

その他
5793.3
16%

ASEAN
　680.0
　2%

NIEｓ3
　1048.2
　3%

東アジア
諸国・地域
　　8.7％

上段：国・地域名
中段：名目GDP（10億ドル）
下段：シェア（％）

各国・地域の名目GDPと構成比（2003）
中国

高いアジアの経済成長率
中国は1980～2003年でＧＤＰが約８倍、世界シェアは４％の水準に達する（日本は12％）

東アジア地域は、ＧＤＰが約５倍、世界シェアは8.7％の水準に達する

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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出典：内閣府「世界経済の潮流」(2004年秋）

世界地域別の年平均経済成長率予測（2003～2030年）

世界主要国の名目ＧＤＰ（2004年～2030年）

ASEAN４：ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
NIEs：ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、韓国、香港、台湾

出典：内閣府「日本21世紀ビジョン」グローバル化ワーキング・グループ報告書資料より作成※：ユーロ圏は12カ国
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兆

 2004年 

 2030年(予測)

世界経済全体の成長率は、2030
年までの年平均３％と予測されて
いる。その中で、中国は6.9％、
インドは4.1％と高い成長が予測
されている。

主要国ＧＤＰ長期
予測では、中国は
2030年頃に米国
に追いつくことが
予測されている。

兆ドル

平均年率（%)

3.1

1.8 1.5
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4.1

3.1

4.1
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8
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今後の世界経済成長の主役は中国・インドを中心とした東アジア

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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-10000

-5000

0

5000

10000

15000

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

純移出 純輸出

地域別移出・輸出
(単位：１０億円)

首都圏は移出・輸出額とも高い
首都圏は純移出が約１２.７兆円のプラス、純輸出が０.３兆円のマイナス

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業

出典：日本政策投資銀行・地域政策研究センター「地域政策研究Vol.18」をもとに国土交通省関東地方整備局作成
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フランクフルト(ドイツ)

3.2%

トロント(カナダ)

3.4%

香港(中国)

3.4%

ユーロネクスト

(欧州)

7.3%

マドリード(スペイン)

2.6%

スイス

2.4%

その他
23.0%

ロンドン

(イギリス)

7.5%

ナスダック

(アメリカ)

 7.6%

東証
(日本)
 9.1%

ニューヨーク
(アメリカ)

 30.5%

＜証券売買高の取引所別シェア＞

（２００６年）

出典：各証券取引所統計資料より関東地方整備局作成

※東京は東証とｼﾞｬｽﾀﾞｯｸの合計。各数値は上場銘柄の売買高。

＜世界の証券取引所の株式時価総額のシェア＞

（２００６年）

100.0%535,421,524計

0.0%8,365札幌

0.0%39,235福岡

0.1%382,117名古屋

2.1%11,207,378大阪

97.8%523,784,430東京

(％)(千株)

売買高

100.0%535,421,524計

0.0%8,365札幌

0.0%39,235福岡

0.1%382,117名古屋

2.1%11,207,378大阪

97.8%523,784,430東京

(％)(千株)

売買高

大阪
2.1%

名古屋
0.1%

東京
97.8%

出典：国際証券取引所連合
ホームページ

東京は、世界三大証券取引所のひとつとして、世界経済の主要な役割を担っている。
全国の証券売買高に占める東京のシェアは97.8％と非常に高くなっている。

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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全国の産業別総生産の構成比上位１０

首都圏における
産業別総生産

の構成比

首都圏では第三次産業の生産が大半を占め、
北関東地域では製造業など第二次産業が盛ん

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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首都圏の総生産額においてサービス業のシェアが高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業

地域別・産業別県内総生産構成比(H16)

県内総生産の首都圏のシェア

資料：県民経済計算（内閣府）
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首都圏
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37％



31資料：平成１6年度 県民経済計算(内閣府)

第一次産業では
他の圏域に依存

が大きい

第二次・第三次産業では
他の圏域を上回る

首都圏は第二次・第三次産業産出額でトップシェアを占める

※ここでは山梨県を南関東に含まず、甲信地域とする

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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製造品出荷額（Ｈ１７）

平成１７年工業統計
(経済産業省)を基に
関東地方整備局作成

 
100億円／年未満

100億～500億円／年

500億～1000億円／年

1000億～5000億円／年

5000億円/年以上

凡　例

13.8
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19.4

2.4
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17.3
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括弧内は 対全国シェア（全国値：２９５．８兆円）

119.2兆円
   （40%)

  85.5兆円
   （29%)

 37.1兆円
   （13%)

東京湾臨海部、神奈川・静岡県の沿岸部及び
地域の中核拠点都市などで製造品出荷額が高い

295.8
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首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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100億円／年未満

100億～500億円／年

500億～1000億円／年

1000億～5000億円／年

5000億円/年以上

凡　例

平成１６年商業統計（経済産業省）を基に
関東地方整備局作成

東京都心部及び地域の中核拠点都市などで商品販売額が高い
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 30.1兆円
    （６%)
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首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

東京都心部及び政令市などで情報通信業への特化度が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

東京湾臨海部及び近郊地域は運輸業への特化度が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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H10～H17
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東
１
都
４
県

)

(
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ち
北
関
東
３
県

)

国内の新規工場立地件数と構成比

出典：工場立地動向調査(経済産業省)

北関東：茨城県、栃木県、群馬県
南関東：東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、山梨県

件数 構成比 件数 構成比

北海道 1,003 5% 431 4%

東北圏 3,606 18% 1,650 15%

首都圏 2,528 13% 1,815 17%

 ※うち北関東３県 1,604 8% 1,032 9%

 ※うち南関東１都４県 924 5% 783 7%

北陸圏 1,201 6% 455 4%

中部圏 2,521 13% 1,552 14%

近畿圏 1,427 7% 1,097 10%

中国圏 1,255 6% 506 5%

四国圏 937 5% 320 3%

九州圏 2,592 13% 1,251 11%

沖縄県 87 0% 47 0%

全国合計 19,685 100% 10,939 100%

H2～H9 H10～H17
広域地方ブロック

近年の工場立地の１７％が首都圏への立地

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

北関東、埼玉県北部に内陸型製造業の特化度が高い地域が広がる。

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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都県別農業産出額の構成比 ２００５年（平成17年）

首都圏の農業は、野菜・果実・その他農作物（花き）などの
農業産出額比率が全国平均を上回る

0% 20% 40% 60% 80% 100%

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

茨城県

栃木県

群馬県

福島県

新潟県

長野県

静岡県

全国

米 野菜 果実 その他農作物 畜産物 加工農作物
農業産出額
（単位：億円）

1,933
4,161

287
755
836

4,162
2,741
2,200
2,500
3,044
2,296
2,516
88,058

出典：農業産出額（H17）

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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10億円／年未満

10億～50億円／年

50億～100億円／年

100億～500億円／年

500億円/年以上

凡　例

平成１７年農業産出額
(農林水産省)を基に
関東地方整備局作成

圏央地域に農業産出額の高い地域が広がっている。

1933

4161

287

755

836

4162

2741

2200

2500

3044

2296

2516

0 1000 2000 3000 4000 5000

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

茨城県

栃木県

群馬県

福島県

新潟県

長野県

静岡県

（億円）

北関東・磐越

首都圏

広域首都圏

括弧内は 対全国シェア（全国値：８．８兆円）

  1.7兆円
　 （19%）

  1.5兆円
　 （17%）

  2.7兆円
　 （31%）

8.8

2.7

1.7

0.9

0.6

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

全国

広域首都圏

首都圏

北関東

磐越

(兆円) 農業産出額（Ｈ１７）

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

圏央地域で農業への特化度が高い
北関東及び山梨県においても農業への特化度が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業



41

首都圏の耕作放棄地面積は、増加傾向にある

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

首都圏の中山間部は林業への特化度が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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図－３ 漁業への特化度 

1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

房総半島・茨城県南部太平洋沿岸及び島しょ部は漁業への特化度が高い
内陸部に点在する河川・湖沼等における内水面漁業も存在

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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521

614

673

733

1,000

800

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

ビジット・ジャパン・キャンペーンの高度化
総数

(単位：万人）

2006年までのデータ出典：国際観光振興機構

キャンペーンの
高度化により、
1,000万人を

達成

680
(1996～2002年のトレンド延長)

2003年度から
ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始

初めて
600万人を

達成

700万人を超え

過去最高値を
達成

前年比
9.0%増

2010年1,000万人のためには
今後年平均8.1%増が必要

2007年は800万人
(9.1%増)を目指す

我が国の2010年訪日外国人旅行者数達成目標1,000万人

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業



45

日本人の海外旅行者数は1,753万人となり、過去２番目を記録した
訪日外国人旅行者は733万人と過去最高の人数を記録した。

日本人海外旅行者数・訪日外国人旅行者の推移

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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訪日外国人旅行者の訪問率*上位都道府県の推移

出典：国際観光振興会(JNTO) 訪日外国人旅行者調査(2003-2004)

首都圏と首都圏以外への訪日外国人旅行者訪問率*内訳

訪問率＝「今回の旅行中に当該地を訪問した」と答えた回答者数÷全回答者数（N）×100

首都圏には訪日外国人旅行者の半数以上が訪問

訪問率上位ベスト５に東京都、
神奈川県、千葉県が入る。

97 98 93 94 101

103 107 117
104

108

0

50

100

150

200

250

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

訪問率(%)

首都圏以外の道府県計

首都圏1都7県計

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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※外客来訪促進地域、外客来訪促進計画の概要

「外国人観光旅客の来訪地域の整備等の促進による国際観光の振
興に関する法律（外客来訪促進法）」に基づき、訪日外国人旅行
者の来訪を促進する広域的かつ一体的な地域（外客来訪促進地
域）の整備を目的として都道府県知事が単独又は共同で策定。

ミシュラン旅行ガイド日本版（仏語、2007年４月発刊）

を基に関東地方整備局作成

広域首都圏でも、10箇所（全国３２箇所）が訪問の価値のある観光地として評価されている。
各地域でも外客来訪促進計画に基づき、訪日外国人旅行者の来訪を促進している。

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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東京都、千葉・神奈川・新潟・長野・静岡県は、
宿泊施設数・延べ宿泊者数とも全国的にも多い。

＜延べ宿泊者数（H18.6～8）＞

＜宿泊施設数（H18.8末現在）＞

出典：宿泊旅行統計調査第二次予備調査

（国土交通省総合政策局）

平均：２１５施設

平均：１６５万泊

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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出典：宿泊旅行統計調査第二次予備調査

（国土交通省総合政策局）

＜外国人延べ宿泊者数（H18.6～8）＞

外国人延べ宿泊数は、東京都、千葉県が突出して多い。

平均：１１万人泊

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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資料）国土交通省サンプル調査（総務省承認統計）に基づく推計である
「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」より作成

2.47

2.24

1.92

  

 

 

 

2.14

 

1.55

1.18

1.41

 

1.52
1.62

1.51

1.57 1.32
1.15

1.20
1.36

 

 
1.18

1.26

1.54 1.62

0.0

1.0

2.0

3.0

昭和51年 53年 55年 57年 59年 61年 63年 平成２年 4年 6年 8年 10年 12年 14年 16年

単位：回，泊

１人当たり宿泊数

１人当たり回数

2.612.30

2.35

2.15

2.27

2.94

2.92
2.83 2.73

資料：国土交通省「平成1７年版観光白書」

平成１５年度以降の国民の国内宿泊旅行
消費額及び国内宿泊観光旅行回数の推移

（参考）

21.21 21.17 21.06

1.70 1.71

1.77

1.73

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

H15 H16 H17 H18

1.50

1.55

1.60

1.65

1.70

1.75

1.80

1.85

1.90

1.95

2.00

国民の国内宿泊旅行消費額 １人当たり国内宿泊観光旅行回数

（兆円） （回）

（年度）

国内旅行における宿泊観光旅行回数及び宿泊数は減少傾向

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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1.0未満

1.0以上～2.0未満

2.0以上～5.0未満

5.0以上

凡例

産業別特化度
下記の定義により求められる各産業の特化度（産
業大分類別市町村別）を市町村境界図にて表示。
ｉ産業への特化度

＝（当該市町村のｉ産業就業人口／当該市町村の就業人口）
／（全国のｉ産業就業人口／全国の就業人口）

北関東・磐越地域の中山間部、島しょ部、
富士伊豆箱根地域及び房総半島南部の地域は、観光等により

飲食店・宿泊業への特化度が高い

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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地域づくりにおける多様な民間主体と行政との連携
広域首都圏の国宝・重要文化財指定件数は建造物：５１６件（全国の約２２％）

美術工芸品：１，３９３件（全国の約４０％）ある。

国宝・重要文化財(美術工芸品数)
1000～
500～1000
100～500
50～100
25～50
0～25

都道府県別 重要文化財指定件数(建造物・美術工芸品数別)（H18.7.1）

全国計：2,298件
首都圏計：295件

国宝・重要文化財(建造物件数)

150～
100～150
50～100
25～50
10～25
0～10

東京都(61件)

茨城県(28件)

栃木県(33件)

群馬県(44件)

埼玉県(27件)

千葉県(41件)

神奈川県(53件)

山梨県(49件)

新潟県(33件)

福島県(32件)

東京都(949件)

茨城県(21件)

栃木県(63件)

群馬県(21件)

埼玉県(31件)

千葉県(27件)

神奈川県(95件)

山梨県(14件)

新潟県(16件)

福島県(29件)

資料：文化庁HP 文化財指定等の件数

静岡県(31件)

長野県(84件) 長野県(36件)

静岡県(91件)

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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福島県 ４品
大堀相馬焼（陶磁器）
会津本郷焼（陶磁器）
会津塗（漆器）
奥会津編み組み細工（木工品）

茨城県 ３品
結城紬（織物）
笠間焼（陶磁器）
真壁石灯篭（石工品、貴石細工）

群馬県 ２品
伊勢崎絣（織物）
桐生織（織物）

埼玉県 ３品
春日部桐箪笥（木工品）
江戸木目込人形（人形）
岩槻人形（人形）

千葉県 １品
房州うちわ（その他工芸品）

東京都 １３品
村山大島紬（織物）
本場黄八丈（織物）
多摩織（織物）
東京染小紋（染色品）
東京手描友禅（染色品）
江戸指物（木工品）
江戸和竿（竹工品）
東京銀器（金工品）
江戸木目込人形（人形）
江戸節句人形（人形）
江戸からみそ（その他工芸品）
江戸切子（その他工芸品）
江戸木版画（その他工芸品）

神奈川県 ３品
鎌倉彫（漆器）
小田原漆器（漆器）
箱根寄木細工（木工品）

山梨県 ３品
甲州水晶貴石細工（石工品、貴

石細工）
甲州印伝（その他工芸品）
甲州手彫印章（その他工芸品）

静岡県 ３品
駿河竹千筋細工（竹工品）
駿河雛具（人形）
駿河雛人形（人形）

長野県 ７品
信州紬（織物）
木曽漆器（漆器）
松本家具（木工品）
南木曽ろくろ細工（木工品）
信州打刃物（金工品）
飯山仏壇（仏壇・仏具）
内山紙（和紙）

新潟県 １５品
塩沢紬（織物） 本塩沢（織物）
小千谷宿（織物） 小千谷紬（織物）
十日町絣（織物） 十日町明石ちぢみ（織物）
羽越しな布（織物） 村上木彫堆朱（漆器）
新潟漆器（漆器） 加茂桐箪笥（木工品）
燕鎚起銅器（金工品） 越後与板打刃物（金工品）
新潟・白根仏壇（仏壇・仏具） 長岡仏壇（仏壇・仏具）

三条仏壇（仏壇・仏具）

広域首都圏で育む伝統工芸品（６０品）、全国２１０品の３割弱を有する

栃木県 ２品
結城紬（織物）
益子焼（陶磁器）

経済産業大臣指定「伝統工芸品」H19.3現在

桐生織

木曽漆器

甲州手彫印章

駿河雛人形

箱根寄木細工 村山大島紬

房州うちわ

真壁石灯篭

益子焼

会津塗

春日部桐箪笥

燕鎚起銅器 資料：(財）伝統的工芸品産業振興協会ホームページより
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広域首都圏にも重要伝統的建造物群保存地区（１１地区）があり、
地域の文化・歴史の保存に対する取組みが盛んである。

資料：文化庁ホームページ 国指定文化財等データベースより

下郷町大内宿

六合村赤岩

川越市川越

香取市佐原

佐渡市宿根木
白馬村青鬼

塩尻市奈良井

東御市海野宿

塩尻市木曽平沢

南木曽町妻籠宿 早川町赤沢

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業

http://www.nagiso-town.ne.jp/modules/myalbum/photo.php?lid=21


55

広域首都圏には世界遺産：１件、暫定リスト：5件、
候補地：９件ある

日光の社寺

古都鎌倉の寺院・寺社

小笠原諸島
（自然遺産）

富岡製糸場と絹産業遺産群

金と銀の島、佐渡

善光寺

松本城

妻籠宿

富士山

足尾銅山 足利学校と足利氏の遺産

埼玉古墳群

日本製糸業近代化遺産

赤字 ユネスコ世界遺産登録
青字 外務省文化遺産委員会暫定リスト
黒字 文化庁登録候補地(H19.9.26時点)

水戸藩の学問・教育遺産群

社団法人ユネスコ協会連盟ＨＰより 関東地方整備局作成

国立西洋美術館本館

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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首都圏にも多数の名水【名水百選】が点在

久慈郡大子町
八溝川湧水

塩谷郡塩谷町
尚仁沢湧水

耶麻郡磐梯町
磐梯西山麓湧水

耶麻郡北塩原村
小野川湧水

佐野市出流原町
出流原弁天池湧水

甘楽郡甘楽町
雄川堰

吾妻郡東吾妻町
雄川堰

大里郡寄居町
風布川・日本水

青梅市
御岳渓流

国分寺市西元町
お鷹の道・真姿の池湧水群

長生郡長南町
熊野の清水

駿東郡清水町
柿田川湧水群

足柄郡山北町
洒水の滝・滝沢川

秦野市
秦野盆地湧水群

南都留郡忍野村
忍野八海

飯田市羽場
猿庫の泉

北杜市白州町
白州/尾白川

北杜市長坂町・小淵沢町
八ヶ岳南麓高原湧水群

安曇野市豊科・穂高
安曇野わさび田湧水群

北安曇郡白馬村
姫川源流湧水

中魚沼郡津南町
龍ヶ窪の水

長岡市西中野俣
杜々の森湧水

昭和６０年３月 選定
出典：環境省名水百選HPを一部加工

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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首都圏から五街道・脇往還道等の歴史街道が他圏域に延びている。

水戸街道

主な脇往還道

首都圏の諸状況と地域特性 ３．経済・産業
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本社・研究開発系施設が南関東（山梨県を除く）に集積している。

主要企業における研究所の配置状況

出典：国土審議会第7回産業展望・東アジア連携専門委員会資料4参考
（平成18年3月28日開催）

出典：総務省「推計人口」、日本銀行「金融経済統計月報」、国税庁「国税庁統計年報」、
総務省「事業所・企業統計調査」

（注）三大都市圏：東京圏、関西圏、名古屋圏地方圏：三大都市圏以外の地域
東京圏 ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
関西圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
名古屋圏 ：岐阜県、愛知県、三重県
[国土審議会 第８回 資料４（参考４）]（平成17年12月16日開催）

南関東に集中する本社・研究開発機関（H16）

外国法人や本社・研究開発機能の集積する南関東 主要企業の研究所の立地も南関東に集中

26.8

48.9

85.4

58.0

53.3

14.5

15.4

5.7

14.9

11.5

8.7

5.8

6.3

50.0

29.8

6.6

20.8

30.9

2.3

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人　　口(2004年)

国内銀行貸付残高

(2004年末残）

外国法人数(2004年)

資本金10億円以上

の本社数（2004年）

学術・研究開発機関

従事者数(2004年)

東京圏 関西圏 名古屋圏 地方圏

４．暮らし首都圏の諸状況と地域特性
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港湾・空港とＩＣの接続

91%

9%

アメリカ

84%

16%

2001年末

欧　州

10分以内
61%

10分超
39%

2004年度末

日　本

高速道路の年平均整備量
※直近10年間での比較

277

96
169

321

0

100

200

300

400

アメリカ フランス ドイツ 中国 日本

3,260

1,000

2,000

3,000

4,000
（km/年）

これまでの供用延長
　　　　　　　　　 （km）

90,712 10,383 12,044 34,200 7,363 

首都圏
５２２ｋｍ計画延長

３５％整 備 率

１８１ｋｍ供用延長

注：道路網は2006年時点

北 京 ソ ウ ル
計画延長 ４３６ｋｍ

供用延長 ３７９ｋｍ

整 備 率 ８７％

計画延長 １６７ｋｍ

供用延長 １６０ｋｍ

整 備 率 ９６％

東アジア主要都市と比べ、首都圏の道路整備水準は低い

特に環状道路の整備の遅れ

【４車線】

【４車線（都内６車線）】

【４車線】

【６車線】

【８車線】

六環路

【８車線】

【６車線】

【６車線】

【６車線】

４～６車線で整備

４～８車線で整備

【４車線】

６～８車線で整備

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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第三次医療施設

凡例

ドクターヘリ運用施設

 

東京都心部、近郊地域及び地域の中核拠点都市等に集中する
第三次救命救急施設(アクセス圏域)

ＤＨ運用施設
東京都 ２１　
神奈川県 ７　 １　
埼玉県 ６　
千葉県 ８　 １　
茨城県 ４　
栃木県 ３　
群馬県 ２　
山梨県 １　

１都７県計 ５２　 ２　
福島県 ３　
新潟県 ３　
長野県 ３　 １　
静岡県 ５　 ２　

１都１１県計 ６６　 ５　

注）ＤＨ：ドクターヘリ

都県名 施設数

首都圏の概要（４．暮らし）

15分未満

15分以上30分未満

30分以上45分未満

45分以上60分未満

60分以上

凡例

高速道路

第三次医療施設

＜処理条件＞
メッシュ間所要時間データ：道路利用（現況、有料道路あり）
メッシュ人口データ：国勢調査（平成17年、平成17年市町村データを平成12年メッシュデータにて按分）

 

80%

50%

38%

31%

14%

26%

24%

24%

48%

20%

40%

45%

51%

36%

30%

46%

32%

36%

9%

16%

13%

34%

32%

21%

20%

12%

1%

1%

5%

15%

12%

5%

15%

3%

1%

1%

3%

9%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

茨城県

栃木県

群馬県

山梨県

1都7県計

～15分 ～30分 ～45分 ～60分 60分～

12,361千人

8,963千人

6,957千人

6,169千人

2,970千人

2,003千人

2,009千人

881千人

42,312千人

※グラフ横の値は各県の人口

首都圏（１都７県）における人口カバー率
１５分以内：２０３１.０万人（４８％）
３０分以内：３５５４.２万人（８４％）

総人口 ４２３１.２万人
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年代別にも
特に６５歳

以上の医療費
が大きい

６５歳以上の１人当たり医療費が大きく、高齢化に伴い医療費も年々増加

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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首都圏の１人当たり老人医療費は
比較的低い

首都圏における１人当たりの年間総額医療費は、
全国平均に比べて低い

厚生労働省 H19厚生労働白書より

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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首都圏の人口当たりの病床・医師数は、全国平均に比べて少ない。
ただし、病院の都市部の集中傾向により、単位面積当たりの数は多い

厚生労働省 H19厚生労働白書より

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし



64※ 大型小売店舗（１万㎡）を対象

［出典］2007全国大型小売店総覧
（東洋経済）

都県名 大規模小売店舗数

東京都 154
神奈川県 135
埼玉県 91
千葉県 123
茨城県 59
栃木県 30
群馬県 35
山梨県 14

1都7県計 641
福島県 25
新潟県 43
長野県 33
静岡県 46

1都11県計 788

 

 

99%

95%

91%

90%

80%

76%

83%

65%

92%

1%

4%

7%

8%

18%

22%

13%

17%

7%

1%

2%

1%

2%

2%

10%

1%

1%

1%

6%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

茨城県

栃木県

群馬県

山梨県

1都7県計

～15分 ～30分 ～45分 ～60分 60分～

12,361千人

8,963千人

6,957千人

6,169千人

2,970千人

2,003千人

2,009千人

881千人

42,312千人

※グラフ横の値は各県の人口

首都圏（１都７県）における人口カバー率
１５分以内：３８９２.７万人（９２％）
３０分以内：４１８８.９万人（９９％）

総人口 ４２３１.２万人

 
大型小売店舗施設

15分未満

15分以上30分未満

30分以上45分未満

45分以上60分未満

60分以上

凡例

高速道路

大型小売店舗は、東京都心部、近郊地域及び地域の中核拠点都市等の
幹線道路沿いに立地している（商業施設からのアクセス圏域）

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

S50 S55 S60 H2 H7 H12

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

万人

２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上

２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上

都市人口規模別の中心部の人口の推移
（平均）

※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以
外の地域における人口20万人以上の都市（政令指定都市を除く）を対象として国勢調査を集計。

（実数）
（市全体に対する割合）

※過年度の販売額データについては、平成14年度の消費者物価指数を100として補正。

都市人口規模別の中心部の販売額の推移
（平均）

0
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1,000
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2,000

2,500

3,000

S54 S57 S60 S63 H03 H06 H09 H11 H14

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%
億円

中心市街地の居住人口や販売額は減少

中心市街地の衰退が見られる都市が発生している。

閉店によるシャッターが目立つ商店街

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし

http://www.shutter-street.com/roam/yokosuka4.JPG
http://www.shutter-street.com/roam/yokosuka6.JPG


66※ 高等教育や産官学連携を担う大学・高専を対象とする

［出典］国土数値情報（H07）を元に
文部科学省ＨＰを参考に時点修正
http://www.mext.go.jp/b_menu/link/main_b12.htm

都県名 施設数
大学 短大 高専

東京都 269 196 67 6
神奈川県 84 60 24 0
埼玉県 68 49 19 0
千葉県 63 45 17 1
茨城県 21 13 7 1
栃木県 22 14 7 1
群馬県 34 22 11 1
山梨県 25 21 4 0

1都7県計 586 420 156 10
福島県 18 11 6 1
新潟県 39 32 6 1
長野県 29 18 10 1
静岡県 31 23 7 1

1都11県計 703 504 185 14

 

 

98%

92%

89%

69%

40%

60%

69%

65%

83%

2%

8%

9%

21%

35%

30%

20%

28%

12%

8%

18%

9%

7%

5%

4%

1%

3%

2%

1%

2%

6%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

茨城県

栃木県

群馬県

山梨県

1都7県計

～15分 ～30分 ～45分 ～60分 60分～

12,361千人

8,963千人

6,957千人

6,169千人

2,970千人

2,003千人

2,009千人

881千人

42,312千人

※グラフ横の値は各県の人口

首都圏（１都７県）における人口カバー率
１５分以内：３５１１.９万人（８３％）
３０分以内：４０１９.６万人（９５％）

総人口 ４２３１.２万人

 

15分未満

15分以上30分未満

30分以上45分未満

45分以上60分未満

60分以上

凡例

高速道路

大学

短期大学

高等専門学校

大学等の高等教育機関は、東京都心部、近郊地域及び
地域の中核拠点都市等に立地（教育施設等からのアクセス圏域）

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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環状道路の未整備による都心環状線等への集中【首都圏の交通渋滞】

（資料：第25回首都高速道路交通起終点調査（平成13年）
[首都高速道路公団(当時)調査] ）

渋滞損失時間
渋滞していない場合の所要時間と実際の所要時間

出典：国土交通省関東地方整備局資料
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52.9

1.4

78.8

22.5

6.4

68.4

2.7

100.0

86.4

37.7

12.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
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0分以上 15分以上 30分以上 60分以上 90分以上 120分以上

割合(%)

50%タイル値
(45分以上)

85%タイル値
(102分以上)

53.1

37.7

8.5

4.4

全国

首都圏

出典：総務省 統計局 平成１５年、１０年住宅・土地統計調査

首都圏、全国の通勤時間の状況(全世帯)（H15）

首都圏の通勤時間の推移(全世帯)

首都圏の通勤時間は1時間以上が37.7%。
全国平均に比べて依然として長い。

13.6

13.8

18.0

17.4

30.7

30.1

25.4

25.8

9.6

10.2

2.7

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成15年

平成10年

14分以下 15～29分 30～59分 60～89分 90～119分 １２０分以上

※通勤時間：自宅から通勤場所までの片道の所要時間（全ての交通手段を対象）

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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鉄道輸送力の増強等により混雑率は改善傾向にあるものの、
依然混雑が続く

214 212
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混雑率（東京圏）

輸送力（東京圏：指数）

輸送人員（東京圏：指数）

混雑率（大阪圏）

混雑率(名古屋圏）

東京圏の鉄道混雑率の推移

出典：国土交通省鉄道局調べ
1975年から東京圏31区間、大阪圏21区間、名古屋圏8区間を対象に継続的に調査を実施している。

(東京圏:東京駅を中心とした概ね５０kmの範囲を言う。)
混雑率
（％）

ＪＲ東日本 京浜東北 上野→御徒町 214
ＪＲ東日本 中央（快速） 中野→新宿 211
ＪＲ東日本 総武（緩行） 錦糸町→両国 207
ＪＲ東日本 東海道 川崎→品川 198
東京メトロ 東西 木場→門前仲町 198

事業者名 線　　　　名 区　　　　間

東京圏・路線別鉄道混雑率ワースト５(H17)

（出典：国土交通省 鉄道局ＨＰ）

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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中心都市

郊外都市1

郊外都市2

郊外都市3

凡例

 

浜松市 

つくば市 

前橋市 

東京都特別区

静岡市 富士市 
沼津市 小田原市 

甲府市 

松本市 

長野市 

上越市

長岡市 

三条市

新潟市

会津若松市
郡山市 

いわき市 

福島市 

日立市 

水戸市 

宇都宮市 

小山市
足利市 

桐生市 

高崎市 伊勢崎市 
太田市

木更津市 

熊谷市 
行田市 

立川市 

土浦市 

厚木市 川崎市 
横浜市 

千葉市 

武蔵野市 
戸田市 

大泉町 

○大都市雇用圏（UEA）は、
(1)中心都市はDID人口によ

り設定(10万人以上)
(2)郊外都市は中心都市への

通勤率が10％以上の市町
村

(3)同一都市圏内に複数の中
心都市が存在することを
許容

本図は平成12年国勢調査に
基づいた結果である。

注）中心都市：県庁所在地等の就業の中心を成す都市
（ＤＩＤ人口が１０万人以上の都市）

郊外都市１：中心都市への通勤率が10％以上の都市
郊外都市２：郊外都市１への通勤率が10％以上の都市
郊外都市３：郊外都市２への通勤率が10％以上の都市

 

中心都市

郊外都市1

郊外都市2

郊外都市3

凡例

○都市雇用圏は「日本の都市圏設定基準」（金本良
嗣・徳岡一幸 『応用地域学研究』No.7, 1-
15,(2002)） によって提案された都市圏

東京都心部・政令市及び地域の中核拠点都市等を中心に雇用の密接な関係
が形成されている。

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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＜処理条件＞
メッシュ人口データ：国勢調査（平成17年、平成17年市町村データを平成12年メッシュデータにて按分）
メッシュ間所要時間データ：道路利用（現況、各施設毎の条件は下記のとおり）
大型小売店舗：アクセス３０分以内（道路：有料道路なし）、３次救急医療機関：アクセス３０分以内
（道路：有料道路あり）、大学等：アクセス６０分以内（道路：有料道路なし）

首都圏（１都７県）における人口カバー率
３条件ＯＫ：３５５４.２万人（８４％）
２条件未満： ６７７.０万人（１６％）
（大型小売店舗or３次救急医療機関が
アクセス圏外）

大型小売店舗施設

第三次医療施設

大学・短期大学・高等専門学校

高速道路

大型小売店舗施設、第三次医療施設
アクセス30分以内

大型小売店舗施設と第三次医療施設アクセス
30分以内、大学等アクセス60分以内

凡例

アクセス圏の重複度別人口割合（現況）

90%

82%

81%

50%

55%

71%

56%

84%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

10%

18%

19%

50%

45%

29%

44%

16%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京都

神奈川県

埼玉県

千葉県

茨城県

栃木県

群馬県

山梨県

1都7県計

3条件 2条件 2条件未満

12,361千人

8,963千人

6,957千人

6,169千人

2,970千人

2,003千人

2,009千人

881千人

42,312千人

※1 グラフ横の値は各県の人口
※2 「2条件」は大型小売店舗と3次救急医療機関へのアクセスが30分以内、

「3条件」は「2条件」プラス大学等へのアクセスが60分以内、

「2条件未満」は上記の条件に該当しないもの

暮らしの観点（医療・商業・通学）のアクセス圏が重複するエリアは
東京都心部・政令市・近郊地域及び地域の中核拠点都市を中心に広がっている。

 

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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最低居住水準以上世帯割合

94.2%
95.2% 95.1%

95.9% 96.5% 96.2%
94.8%

91.3%

87.7%
89.1%

93.8%

89.9%

81.6%

88.9%

93.7%

90.3%

95.9%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

全国 首都圏 北関東 磐越 広域首都圏 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 新潟県 長野県 静岡県

H10

H15

最低居住水準：健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠ですべての世帯が確保すべき水準のこと。
１ 寝室 （１）夫婦の独立の寝室（６畳）を確保する。ただし、満５歳以下の子供（就学前児童）１人までは同室とする。

（２）満６歳以上17歳以下の子供（小学生から高校生まで）は夫婦と別の寝室を確保する。ただし１室２人まで共同使用とし、満12歳以上の子供（中学生以上）については性別
就寝とする。（共同の場合６畳、個室の場合4.5畳）

（３）満18歳以上の者については、個室（4.5畳）を確保する
２ 食事室及び台所 （１）食事のための場所を食事室兼台所として確保する。ただし、単身世帯については、台所のみとする。

（２）食事室の規模は、世帯人員に応じ、２～４人世帯の場合は7.5㎡（4.5畳）、５人以上世帯の場合は10㎡（６畳）とする。
（３）上記（１）（２）にかかわらず、中高齢(30歳以上～65歳未満)単身世帯については食事のための場所を食事室兼台所として確保し、その規模は7.5㎡（4.5畳）

とする。

資料：住宅・土地統計調査

首都圏は全国平均に比べて居住水準が低く、
南関東（山梨県を除く）は対全国平均で居住水準が低いのに対し、

北関東と山梨県では全国を上回る水準である

全国平均

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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１住宅当たり延べ面積

108.3

117.8
108.6

136.7
128.6

104.3
112.8

128.0

88.9

109.6

75.8

64.5

85.7

107.2

87.6
80.7

94.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

全国 首都圏 北関東 磐越 広域首都圏 福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 新潟県 長野県 静岡県

１
住

宅
当

た
り

延
べ

面
積

(㎡
)

H10

H15

資料：住宅・土地統計調査

１住宅当たり延べ面積は、南関東を除き全国平均を上回る一方、
南関東（山梨県を除く）や首都圏全体としては全国平均より低い

全国平均

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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首都圏

広域首都圏

全国平均
9.3

南関東（山梨県を除き）及び政令市では
一人当たりの公園面積が全国平均に比べ狭い

一人当たりの公園面積*(H19.3.31)

出典：国土交通省都市・地域整備局 公園緑地課調べ*特定地区公園（カントリーパーク）を含む。都道府県には政令市分は含まない。

首都圏の概要（４．暮らし）
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出典：平成１７年度末都市公園等整備の現況 （国土交通省 都市・地域整備局）
※東京２３区は、国民公園等都市公園以外の緑とオープンスペースを含んでいる（出典：東京都公園調書Ｈ１７年４月１日）
※公園面積率は、都市的区域面積に対する公園緑地の面積

（％） 公園面積率

世界の主要都市に比べ東京２３区や政令市における
一人当たりの公園面積が極端に狭い

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし



76

出典：国土交通省下水道部調べ

下水道普及率（H18.3.31）
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首都圏の下水道普及率は、
東京都・神奈川県・埼玉県を除き全国平均より低い。

首都圏の諸状況と地域特性 ４．暮らし
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１都５県約2,750万人の飲み水を支えている利根川、荒川

※平成１２年度
水道統計より作成

５．水資源、エネルギー首都圏の諸状況と地域特性
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0
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3000

s45 s50 s55 s60 h02 h07 h12 h17

原子力
火力

水力

(億KWh）

37.3%

58.3%

4.3%

新潟県

栃木県
群馬県

福島県

茨城県

東京電力の主な発電所分布状況

首都圏の電力は、磐越地域に１／３以上を依存している

都道府県名
水力

発電所数

埼玉県 0
千葉県 0
東京都 1

神奈川県 0
山梨県 29
茨城県 0
栃木県 22
群馬県 41
福島県 15
新潟県 7
長野県 31
静岡県 0

出典：水力発電関連施設に係る報告徴収につ
いての報告（東京電力、平成19年３月）

東京電力／自社発電量

５．水資源、エネルギー首都圏の諸状況と地域特性

1289.6万kW
(21%)

821.2万kW
(13%)

540.0万kW
(9%)

243.6万kW
(4%)

220.6万kW
(4%)

1548.6万kW
(25%)

865.1万kW
(14%)

225.1万kW
(4%)

105.4万kW
(2%)

324.2万kW
(5%)

福島県

新潟県

茨城県

群馬県栃木県

千葉県

神奈川県

東京都

山梨県

その他（首都圏外の水力発電）

原子力発電および
火力発電分

原子力発電分

磐越地域計

2110.8万kW

(34%)

発電出力合計

6183.4万kW

東京電力の都県別発電設備出力(H18年度末)

出典：東京電力HP, 数値でみる東京電力(H19)
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首都圏の近郊地域及び地方都市部において緑地が減少

首都圏における緑地の減少率(S51年～H9年)

1k㎡メッシュにおける

緑地の減少率

10%以上減少
10%未満減少

1%未満減少
減 少 な し

凡 例

出典：国土数値情報

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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出典：環境省自然環境局「未来に引き継ぐ大自然
日本の国立公園」
環境省HP「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ自然研究所－自然保護各種

データ」より

H19.3.31現在 （単位：ha）

都県 県土面積
（Ａ） 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積 箇所 面積

福 島 1,378,275 2 79,205 1 33,665 11 55,336 14 168,206 12

茨 城 609,569 0 0 1 31,801 9 59,095 10 90,896 15

栃 木 640,828 1 103,479 0 0 8 28,659 9 132,138 21

群 馬 636,316 2 80,976 1 8,062 0 0 3 89,038 14

埼 玉 376,709 1 34,411 0 0 10 80,741 11 115,152 31

千 葉 508,189 0 0 2 8,845 8 19,692 10 28,537 6

東 京 210,288 3 68,896 1 777 6 9,686 10 79,359 38

神 奈 川 241,584 1 10,356 1 27,572 4 17,210 6 55,138 23

新 潟 1,078,940 4 106,447 2 81,928 13 128,580 19 316,955 29

山 梨 420,117 3 101,862 1 4,088 2 15,203 6 121,153 29

長 野 1,310,495 4 170,717 3 46,756 6 61,050 13 278,523 21

静 岡 732,915 2 50,080 1 4,838 4 28,746 7 83,664 11

県土に対す
る割合(％)
(B)／(A)

自然公園面積（Ｂ）
国立公園 国定公園 都県立自然公園 計

国立公園・国定公園

首都圏にも７つの国立公園など豊かな自然がある

※日光国立公園の一部については、尾瀬（栃木・群馬・福島・新潟県）として分離・独立

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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二酸化炭素排出量の約２割は、運輸部門から排出
そのうちの約９割が、自動車から排出されている

運輸部門CO2排出量内訳

（２００５年度）部門別CO2排出量の推移（２００５年度）

平成１９年度版 環境／循環型社会 白書より

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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幹線道路沿道の環境基準達成率が低い。
環境基準[大気（浮遊粒子状物質（SPM)、二酸化窒素（NO2））]が、千葉県、神奈川県等で
達成されていない地点がある。

【浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）】

６．環境首都圏の諸状況と地域特性

【二酸化窒素（ＮＯ２）】

自排局及び一般局に環境基準非達成局あり (1)

環境基準達成状況（H17年度）

出典：平成１７年度大気汚染状況について（環境省）

【参 考】
一般局:一般環境大気の汚染状況を常時監視する測定局
自排局:自動車走行による排出物質に起因する大気汚染の考えられる交差点、道路

及び道路端付近の大気を対象にした汚染状況を常時監視する測定局
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光化学オキシダントの注意報の発令は首都圏に集中している

年間の注意報等発令延べ日数、
被害届出人数の推移

（光化学オキシダント）（H８～18）

各都道府県の年間の注意報等発令延べ日数
（光化学オキシダント）（H18）

平成１９年度版 環境／循環型社会 白書より

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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東京湾においても環境基準の達成率が低い。

注１：達成率（％）＝（達成水域数／あてはめ水域数）×100
注２：「伊勢湾」には「三河湾」を含み、「瀬戸内海」には「大阪湾」を含む。
出典：「平成18年度環境統計集」（環境省総合環境政策局編,2006.3）

三海域のＣＯＤ環境基準達成率の推移

東京湾におけるＣＯＤ（化学的酸素要求量）は1977年度以降ほぼ横ばいで推移。

ＣＯＤ（Chemical Oxygen Demand）：化学的酸素要求量
水中の有機物を酸化剤で分解する際に消費される酸化剤の量を酸素量に換算し

たもので、海水や湖沼水質の有機物による汚濁状況を測る代表的な指標。
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６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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東京都心部・近郊地域などではヒートアイランド現象が進行している。

出典：異常気象レポート2005年

【2000～
2004年の８月】

【1980～
1984年の８月】

平均気温（℃）
24.0～24.5
24.6～25.0
25.1～25.5
25.6～26.0
26.1～26.5
26.6～27.0
27.1～27.5
27.6～28.0
28.1～28.5
28.6～29.0
29.1～29.5
29.6～30.0
30.1～30.5
30.6～31.0
31.1～31.5
31.6～32.0
32.1～32.5

関東地方の夏季の最高気温の分布

東京と中小都市の年平均気温の経年変化（5年移動平均）

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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首都圏における一般廃棄物のリサイクル率は向上しているが、
排出量は高い水準が続いている

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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産業廃棄物の広域移動状況(中間処理目的)
（H16年度）

0～5万トン

5～10万トン

10～50万トン

50万トン以上

凡例

出典：平成17年度 廃棄物の広域移動対策検討調査及び
廃棄物等循環利用量実体調査報告書(平成16年度実績)
(環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部)

注)各県上位2位の
搬出先を表示

青森県

石川県

他県からの産業廃棄物搬入量(中間処理目的)
(H16年度)

首都圏内における産業廃棄物（中間処理目的）の移動は県境を越へ広域的移動

都道府県 搬入量(万t/年)

埼玉県 428.1
千葉県 304.0
神奈川県 209.9
栃木県 143.4
新潟県 75.0
東京都 69.8
茨城県 57.5
福島県 44.2
群馬県 40.8
静岡県 29.7
山梨県 14.6
長野県 12.8

６．環境首都圏の諸状況と地域特性
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産業廃棄物の広域移動状況(最終処分目的)
（H16年度）

0～1万トン

1～3万トン

3～5万トン

5万トン以上

凡例

出典：平成17年度 廃棄物の広域移動対策検討調査及び
廃棄物等循環利用量実体調査報告書(平成16年度実績)
(環境省 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部)

注)各県上位2位の
搬出先を表示

岩手県

石川県

他県からの産業廃棄物搬入量(最終処分目的)
(H16年度)

秋田県

福岡県

大分県

滋賀県

奈良県

首都圏の産業廃棄物（最終処分目的）は、他圏域に処分の一部を依存

都道府県 搬入量(万t/年)

栃木県 23.6
千葉県 10.5
福島県 7.7
群馬県 7.1

神奈川県 6.6
茨城県 6.3
東京都 1.1
新潟県 0.3
静岡県 0.2
埼玉県 0.1
長野県 0.0
山梨県 0.0

６．環境首都圏の諸状況と地域特性



89
出典：平成19年版防災白書

＜近年の主な自然災害＞

□：1都11県に関わる災害

資料：消防白書

７．災害

＜自然災害による死傷者数（H10～H17計）＞

地震、台風など自然災害が頻繁に起きており、甚大な被害が発生している。

首都圏の諸状況と地域特性
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＜南関東の活断層の位置（赤：Ｍ７以上）＞

出典：中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会」(第12回)地震ワーキンググループ報告書（H16.11.17）

東京都西部の山地～伊豆半島、三浦半島、南房総などに活断層が存在している。

都市化による地形の改変、関東平野を覆う厚い堆積物により、活断層の把握は未だ途上にある。

７．災害首都圏の諸状況と地域特性
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出典：中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会」(第12回)地震ワーキンググループ報告書（H16.11.17）

＜都心東部(霞ヶ関)直下地震(M6.9)による震度分布予測＞＜表層地盤のゆれやすさ＞

※図は、表層S波平均速度から計算される震度増分を表す。

首都直下地震が発生すると、東京区部とその周辺では震度６弱以上の強い
揺れが予測され、甚大な被害発生の恐れがある。
特に、東京区部東部地域から埼玉県南東部地域は、ゆれやすい地域である。

７．災害首都圏の諸状況と地域特性
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重点密集市街地圏域別面積(割合)全国の重点密集市街地*の都道府県別分布

出典：国土交通省住宅局住環境整備室
〃 都市・地域整備局都市防災対策室

*重点密集市街地：
平成15年7月11日付けで、国土交通省から『地震時等におい

て大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集市街
地』として発表された地区

近畿圏
3,101ha
(38.9%)

その他
 962ha
(12.1%)

中部圏
197ha
(2.5%)重複県 ※

 29ha
(0.4%)

首都圏８都県
3,682ha
（46.2%）

※重複県：滋賀県、三重県、福井県

全国
7,971ha

0ha

474ha(5.9%)

0ha
0ha

120ha(1.5%)

2,339ha(29.3%)

749(9.4%)
0ha

1,000 hａ以上
500 〃
100 〃
50 〃
10
1
0 ha

危険な密集市街地のうち４６％が首都圏の南関東（山梨県を除く）に集中

７．災害首都圏の諸状況と地域特性
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那須岳

高原山
日光白根山

赤城山

草津白根山

榛名山
浅間山

富士山

箱根山

燧ヶ岳

沼沢
磐梯山

安達太良山

吾妻山

妙高山
新潟焼山

横岳

伊豆東部
火山群 伊豆大島

監視カメラ

観測体制

首都圏にも活火山が多数分布する。

７．災害首都圏の諸状況と地域特性
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成田空港

羽田空港

新潟空港

常陸那珂港

新潟港

横浜港・川崎港

清水港

東京港

千葉港

小名浜港

日立港

大洗港

直江津港

横須賀港

田子の浦港

国際空港
(海外との定期便が就航している空港)

その他の空港

特定重要港湾
重要港湾

凡例

高速道路
高速道路(計画)
一般国道
新幹線

新潟県

福島県

栃木県

群馬県
茨城県

鹿島港

木更津港

福島空港

茨城空港

富士山静岡空港

松本空港

８．交通・情報通信

広域首都圏における交通に係る主な社会資本

首都圏の諸状況と地域特性
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８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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放射方向を先行して整備。一方、環状方向の整備は遅れた。

2007年6月

約４０％

開通区間(1991～2007年6月) 開通済区間

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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首都圏を変える「３環状」道路。未だ整備率約４０％。
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８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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世界の主要国際空港の乗降客、貨物量ランキングの推移

出典： 「航空統計要覧」、新東京国際空港公団プレリリース

成田空港の旅客数、貨物取扱量ともに世界の中で相対的地位が低下

旅客数

旅客数
（千人）

旅客数
（千人）

旅客数
（千人）

1 ロンドン・ヒースロー 38,257 ロンドン・ヒースロー 48,275 ロンドン・ヒースロー 56,554
2 フランクフルト・マイン 23,271 フランクフルト・マイン 30,919 パリ・シャルル・ド・ゴール 43,207
3 パリ・シャルル・ド・ゴール 22,444 香港・啓徳 29,543 フランクフルト・マイン 40,536
4 香港・啓徳 22,061 パリ・シャルル・ド・ゴール 28,665 アムステルダム・スキボール 39,679
5 成田 19,022 アムステルダム・スキボール 27,085 香港・啓徳 26,752
6 ロンドン・ガトウィック 18,690 シンガポール・チャンギ 23,130 ロンドン・ガトウィック 25,989
7 アムステルダム・スキボール 18,609 成田 22,666 シンガポール・チャンギ 23,143
8 シンガポール・チャンギ 16,882 ロンドン・ガトウィック 22,029 成田 22,626
9 ニューヨーク・ケネディ 15,110 ニューヨーク・ケネディ 17,453 バンコク 21,252

10 チューリッヒ 12,007 バンコク・ドンムアン 16,360 ソウル・仁川 19,387

貨物取扱量

旅客数
（千トン）

旅客数
（千トン）

旅客数
（千トン）

1 成田 1,288 香港・啓徳 1,564 香港・香港 2,479
2 フランクフルト・マイン 989 成田 1,562 成田 1,942
3 香港・啓徳 957 マイアミ 1,351 ソウル・仁川 1,674
4 ソウル・金浦 796 フランクフルト・マイン 1,262 シンガポール・チャンギ 1,638
5 ニューヨーク・ケネディ 779 シンガポール・チャンギ 1,191 アンカレッジ 1,483
6 マイアミ 755 ニューヨーク・ケネディ 1,160 フランクフルト・マイン 1,457
7 ロンドン・ヒースロー 748 ソウル・金浦 1,142 台北・中正 1,369
8 シンガポール・チャンギ 719 アムステルダム・スキボール 1,083 マイアミ 1,248
9 台北 702 ロンドン・ヒースロー 1,032 アムステルダム・スキボール 1,240

10 アムステルダム・スキボール 695 パリ・シャルル・ド・ゴール 827 ニューヨーク・ケネディ 1,236

順位 １９９２ １９９６ ２００３

順位 １９９２ １９９６ ２００３

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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国際旅客・貨物需要に対して現状施設では成田空港の処理能力は限界に近い。
ｴｱﾗｲﾝからの新規乗入れや増便など、増加する航空需要に応えられていない。

成田空港輸送・発着枠の実績及び将来予測
（平成１４年度航空分科会需要予測値）

※２本目の滑走路を０９年までに延長予定

空 港 名 利用時間

仁川国際空港
（韓 国）

２４時間

上海浦東国際空港
（中国）

２４時間

香港国際空港
（中国）

２４時間

チャンギ国際空港
（シンガポール）

２４時間

成田空港 ６：００～２３：００

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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伊丹（９便/日）

神戸（１便/日）

３便/日

小牧（３便/日）
中部（３便/日）

２便/日

１便/日

佐渡（４便/日）

２便/週

２便/週

４便/週

毎日運航

２便/週

２便/週

季節運航

国 内 国 際

新潟空港から各地に広がる定期航空路（国内・国際）
韓国・ソウルは毎日、ロシア・ハルビンも４便／週就航

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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アジア諸国の経済成長による急激な貨物量の増加、時間のかかる手続き、
高い港湾コストにより日本の港湾の相対的地位は低下

出典：CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK 1980 
March 2006 Containerisation International

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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出典：国土交通省港湾局資料

100

65 64

0

50

100

150

東京港 高雄港 釜山港

（４０フィートコンテナ１個あたり、東京港＝１００）

【コンテナ取扱総料金の国際比較】

【輸入貨物の入港から引取りまでの時間(ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ)】

港湾コストが高く、時間がかかる

米 国 ： １～２日
英国・ｵﾗﾝﾀﾞ ： ２～３日
ドイツ ： ２日
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ： 24時間以内
韓 国 ： ２日以内
日 本 ： ２．１日

出典：（社）日本物流団体連合会調査「ＩＴと国際物
流に関する懇談会資料」

海外の港で積み替えられて輸入される貨物が増加し、基幹航路が減少傾向
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（
％

）

ダイレクト輸送
（積み替えなし）

トランシップ
(積み替えあり)

ダイレクト輸送率

※首都圏港湾
茨城県、千葉県、東京都、
神奈川県の重要港湾

ダイレクト輸送率が減少

【首都圏港湾のﾀﾞｲﾚｸﾄ輸送率の変化】

積替え貨物が増加しﾀﾞｲﾚｸﾄ輸送率は低下傾向

日本へ寄港する定期コンテナ基幹航路便数（北米・欧州のみ）

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

（
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数
／

週
）

その他港
横浜
東京

出典：数字でみる港湾
※便数は複数港に寄港した場合、それぞれの港で１便としてカウント

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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日本海側港湾における外貿コンテナ取扱量（H１７）

（単位：ＴＥＵ）
　

＊平成17年速報値

秋田港

酒田港

新潟港

直江津港

伏木富山港

境港
舞鶴港

敦賀港

金沢港

42,877

157,484

9,661

21,555

55,783

30,003

16,934

7,941

25,378

浜田港

2,154

（単位：千TEU）

順位

1 横浜 2,727 東京 2,638 東京 3,594

2 東京 1,846 横浜 2,262 横浜 2,727

3 名古屋 1,477 神戸 2,039 名古屋 2,307

4 大阪 1,350 名古屋 1,758 神戸 1,885

5 神戸 1,345 大阪 1,474 大阪 1,802

6 北九州 368 博多 474 博多 621

7 博多 256 清水 376 清水 411

8 清水 252 北九州 355 北九州 408

9 那覇 65 苫小牧 149 苫小牧 171

10 苫小牧 63 四日市 104 新潟 157

11 下関 60 新潟 93 広島 149

12 広島 40 那覇 76 四日市 145

13 四日市 37 広島 75 仙台塩釜 99

14 新潟 34 下関 65 水島 98

15 徳山下松 23 千葉 58 下関 85

16 伏木富山 17 水島 57 福山 74

17 岩国 17 仙台塩釜 44 那覇 71

18 三田尻中関 13 川崎 44 徳山下松 65

19 金沢 10 岩国 40 伊万里 58

20 今治 9 伏木富山 38 志布志 57

H7年 H17年（速報値）H12年

新潟港は日本海側の代表的な国際海上CTで過去１０年間の外貿コンテナ取扱量
増加率４．５倍は全国平均１．５倍より大きい

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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南関東はブロードバンドサービスの普及率（世帯数ベース）が高い

８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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８．交通・情報通信首都圏の諸状況と地域特性
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○通院・買い物の送迎

○高齢者へのデイサービス

○パソコン指導

○地域の活性化

９．新たな公

地域住民が主役になった「地域の再生・新たな絆」への取組が実施されている。
希薄化した住民コミュニティーの再生

地域の再生

新たな絆

ＮＰＯ・ボランティア
「新たな公」

地域住民

地方公共団体等

課題
少子化・高齢化、財政難など

酒々井町社会福祉協議会
ふれ愛タクシー

船橋市社会福祉協議会

船橋市社会福祉協議会

ふれあいサロン

稲敷あいバス

核家族化
個人主義

地縁への敬遠

首都圏の諸状況と地域特性

http://homepage2.nifty.com/tukada-syakyo/minidei.html
http://www.town.shisui.chiba.jp/fureai/taxi.htm
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多文化共生プロジェクト（群馬県・群馬大学）

外国人が集住する地域（多文化地域）の要請に応え、共生社会を構築するために求
められる具体策とそれを実現するモデル事業を、群馬大学・群馬県が共同で実施。

放課後学習支援 在日外国人学校健康診断

多文化共生シンポジウムの開催

出典：平成１５年度 多文化共生プロジェクトHP
http://tabunka.jimu.gunma-u.ac.jp/top.html

地域住民・ＮＰＯ・大学等が連携し多文化共生への取組が実施されている。

【活動内容】

１．実態調査

・「不就学外国人児童生徒の事態把握と就学支援のあり方」に
関する調査研究 等

２．教育サポート事業

・不就学児童生徒のサポートや小中学校での放課後学習の
サポートを実施

・外国人児童、青少年対象体験学習（ＮＰＯ・住民・学校の連
携）

３.医療事業

・在日外国人学校健康診断の実施

４．交流事業

・日本語教室の実施（地元住民・運営ＮＰＯ法人）

５．多文化共生支援者の養成

・多文化共生支援者養成講座 の開催

６．情報提供・発信

・他言語による情報提供、多文化共生シンポジウムの開催

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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心の観光心の観光 ～～ 軒先ホスピタリティ軒先ホスピタリティ ｆｏｒｆｏｒ ＹｏｕＹｏｕ ～～ 佐原（千葉県香取市）佐原（千葉県香取市）

官民一体によるまちづくり、観光地づくりが実施されている。
○ 文化・暮らし・佇まいや歴史的町並みが育む品格あるまちへ
○ おもてなしの心溢れるユニバーサルなまちづくり

歴史的町並み保存の
ための修理修景事業を
推進。(香取市等補助)

近年は、修景した建
物をレストランやギャラ
リー等に活用している。
現在まで約１２０棟の実
績があり、この町並み
が集客に貢献。

小野川沿いの歴史的町並み

ＮＰＯ法人コンヴィヴィアル、千葉交通㈱

小江戸佐原お散歩バス（バイリンガル）運行小江戸佐原お散歩バス（バイリンガル）運行

素顔の日本に出会うローカルバスの旅プロ
ジェクトとして、成田空港と佐原の町並みを
4ヶ国語対応のバスにより30分で結ぶ。

また、外国人観光客受け入れシステムとし
て、観光コンシエルジュの設置や観光プロ
モーションを実施。

佐原まちぐるみ博物館佐原まちぐるみ博物館のの運営運営 佐原おかみ
さん会が中心
となって自慢
の一品を展示
する博物館で、
館長や楽芸
員（学芸員）
は女将さんや
オーナー

ボランティアによる町並み観光案内ボランティアによる町並み観光案内

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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地域と民間事業者・行政が協働して歴史的町並み形成、観光振興が実施されている。

○「蔵の街とちぎ」シンボルゾーンを最大限に活用

巴波川沿川家並み

住民、事業者の協力により、

通りの蔵並みを被い隠して

いたアーケードや歩道橋の

撤去及び電線の地中化を実

施し、個性豊かな町並みを

守り、育て、市民が誇りとす

る町並み景観を形成。

歴史的町並み景観形成歴史的町並み景観形成

蔵の街並み

巴波川沿いで行われる清掃活動巴波川沿いで行われる清掃活動

巴波川沿いで行われる清掃活動

観光客の散策路であり、
訪れる人々に憩いと安ら
ぎ、うるおいを与え、「蔵
の街とちぎ」の観光拠点
である巴波川沿いにて、
環境美化と川に対する市
民の意識向上を図るた
め、地元３団体の主催に
よって巴波川支流沿岸の
２５自治体の協力を得て
年３回の一斉清掃を実施。

まちなみウオッチングまちなみウオッチング
個性豊かな「まちづくり」や「町並み」を観光

ボランティアの説明を聞きながら、ゆっくりと

歩き、歴史的町並み景観等に対する意識の

高揚と理解、隠れた景観の再発見を目指す

景観啓発事業を実施。

観光ボランティアによる案内活動の様子

蔵を活用した観光案内所蔵を活用した観光案内所
観光案内所をはじめ、蔵座敷、多目的
ホール、物産店舗、蔵の資料館、食事
店舗などとして活用し、蔵の街観光拠点
施設として活用。

とちぎ蔵の街観光館

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性

蔵を活用した蔵を活用したイベントイベント
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地域ぐるみで観光客へのサービス向上へ取り組んでいる。
地域の観光資源である「四万川」の清掃活動を実施

お助け看板の設置状況

千客万来支援事業千客万来支援事業

訪れた方々へ“親切な温泉地”を目指して、

普段では聞き辛いトイレなどに困った人への

「お助け看板」の設置や温泉街に四万人プレー

ト・四万人テキストを作成・配付して、四万温泉

に関する知識・情報を啓蒙することで、観光客

へのサービス向上を図っている。

温泉街に配付している四万人テキスト

温泉街に配付している四万人プレート

日本一きれいにしよう会日本一きれいにしよう会

四万温泉が誇る四万川を、地区のボランティアの

方々が川掃除を実施。

この活動により、自然の財産を子孫に残しながら

温泉街の昔ながらの景観を維持している。

地区のボランティアによる川掃除の様子

四万温泉街の様子

四四 万万 温温 泉泉

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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市民と連携した河川管理の取組が行われている。

小貝川での中学・高校生による清掃活動

利根川での清掃作業道保川での環境教育

活動内容

河川局ＨＰ市民と連携した河川管理より

関東地方整備局管内での事例

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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関東地方整備局管内で103の団体が参加

２００７，３月現在

■　基本要素

実
施
団
体

実
施
区
域

協　　定

実施区域

○基本理念

地域住民と一体となった道づくりが実施されている。
【ボランティア・サポート・プログラム】

実施団体
住民グループ等
・清掃活動
・植栽等の管理
・その他

協力者

市町村
・収集ゴミの

回収・処理
・実施団体の

連絡窓口

道路管理者
国土交通省・
事務所等

・用具の支給
・サインボードの設置
・安全指導
・事務局

一般国道１４号千葉市花見川区

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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土砂災害防止に関するボランティア活動が実施されている。

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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昔話語りボランティア
（国営アルプスあづみの公園）

ガイドボランティア
（国営昭和記念公園）

国営公園において地域住民の参画による管理運営が実施されている。

国営公園のボランティア団体数
昭和記念公園 １２団体
常陸海浜公園 ６団体
武蔵森林公園 ４団体
あづみの公園 ３団体

植物園ボランティア
（国営武蔵丘陵森林公園）

国営常陸海浜公園

国営アルプスあづみの公園

国営武蔵丘陵森林公園

国営昭和記念公園

国営東京臨海広域防災公園

国営公園位置図

首都圏の諸状況と地域特性 ９．新たな公
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地域づくりにおける多様な民間主体と行政との連携首都圏では全国の約4割にあたる9,000団体がNPO法人として認証
首都圏でも様々な分野でNPOによる社会貢献活動が活発

首都圏都県別のＮＰＯ法人の認証状況（H17）ＮＰＯ法人数の推移

首都圏における活動分野別のNPO法人認証状況（H17）

出典：平成18年度 首都圏白書

号数 活動の種類

第1号 保険、医療又は福祉
第2号 社会教育
第3号 まちづくり
第4号 学術、文化、芸術又はスポーツ
第5号 環境保全
第6号 災害救援
第7号 地域安全
第8号 人権擁護又は平和推進
第9号 国際協力
第10号 男女共同参画
第11号 子ども健全育成
第12号 情報化社会
第13号 科学技術
第14号 経済活動

第15号 職業能力・雇用機会
第16号 消費者保護

第17号
NPO活動を行う団体の運営又は
活動に関する連絡、助言又は援
助の活動

第1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  16 17(号)

９．新たな公首都圏の諸状況と地域特性
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